教育プログラム（社内教育の項目例）
１．マイナンバー制度とは
（1）制度概要
①　社会保障・税・災害対策で使う
②　個人には「個人番号」（マイナンバー）、法人には「法人番号」
③　行政機関等が情報連携を行う。情報は分散管理
（2）民間企業とマイナンバー
・税と社会保険の書類に記載して、行政機関等に提出する際に使う
（3）特定個人情報
①　「個人番号」をその内容に含む個人情報（個人情報＋個人番号が典型例）
②　取扱いに厳しい規制
・利用制限（法9条）
・提供制限（法19条）
・収集・保管制限（法20条）
・特定個人情報ファイルの作成制限（法28条）
・個人番号の提供の要求制限（法14条・15条）
（4）本人確認
・番号確認と身元（実在）確認
（5）安全管理措置
（6）個人情報保護委員会による監視・監督
（7）罰則
２．従業員・職員に求められる対応
（1）行政機関等に書面を提出する場面以外では利用できない
（2）上記（1）の場面以外では、特定個人情報を提供してはならない
（3）上記（1）の場面以外では、特定個人情報を収集してはならないし、保管してもならない
・個人番号カードの裏面をコピーしない
・住民票は個人番号部分をマスキングして受け取る
（4）個人番号を誤って取得した場合には、勝手に廃棄せず、上司に報告する
・廃棄・削除には記録が必要
（5）罰則
・名簿業者に提供すると、4年以下の懲役もしくは200万円以下の罰金またはその両方
・会社も200万円以下の罰金刑で、迷惑がかかる
３．社内規程の変更点
	【ここで、就業規則の変更点等を具体的に説明します。】




